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異
な
る
教
育
、
文
化
等
を
背
景
と
し
た
外

国
人
な
ら
で
は
の
発
想
力
は
、
企
業
の
活
性

化
・
国
際
化
を
図
る
上
で
効
果
的
で
す
。
こ

の
た
め
、
我
が
国
の
高
度
外
国
人
材
の
就
業

に
係
る
現
行
出
入
国
管
理
制
度
は
、
受
入
れ

人
数
枠
制
限
や
労
働
市
場
テ
ス
ト
は
設
け
て

お
ら
ず
、
諸
外
国
に
比
べ
て
も
開
放
的
に
設

定
さ
れ
て
お
り
、
我
が
国
企
業
で
活
躍
す
る

外
国
人
の
数
は
着
実
に
増
加
し
て
い
ま
す
。

政
府
に
お
い
て
も
「
経
済
財
政
改
革
の
基

本
方
針
２
０
０
８
」
に
お
い
て
高
度
外
国
人

材
の
受
入
れ
を
重
要
な
課
題
と
位
置
付
け
、

「
高
度
人
材
受
入
推
進
会
議
」
を
設
置
す
る

こ
と
と
し
、
今
後
の
高
度
外
国
人
材
受
入
れ

に
関
す
る
議
論
を
始
め
た

と
こ
ろ
で
す
。

ま
た
、
高
度
外
国
人
材

の
予
備
軍
で
あ
る
留
学
生

に
つ
い
て
も
、
関
係
省
庁

で
「
留
学
生
３
０
万
人
計

画
（
骨
子
）」
を
と
り
ま

と
め
る
な
ど
、
そ
の
受
入

れ
の
た
め
の
施
策
を
進
め

て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

こ
の
よ
う
な
状
況
も
踏

ま
え
、
厚
生
労
働
省
で
は

今
後
の
高
度
外
国
人
材
受

入
れ
施
策
を
検
討
す
る
際

の
基
礎
資
料
と
す
べ
く
、

「
企
業
本
社
に
お
け
る
外

国
人
社
員
の
活
用
実
態
に

関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調

査
」
を
実
施
し
、
企
業
本

社
に
お
け
る
外
国
人
社
員

の
活
用
実
態
に
つ
い
て
明

ら
か
に
す
る
こ
と
に
し
ま

し
た
。

調
査
は
東
証
一
部
上
場

企
業
か
ら
一
〇
〇
〇
社
を

抽
出
し
、
昨
年
八
月
に
郵

送
に
よ
る
調
査
票
の
配
布
・
回
収
を
行
い
ま

し
た
。
有
効
回
収
数
は
二
五
五
社
（
有
効
回

収
率
二
五
・
五
％
）
と
な
り
、
そ
の
結
果
の

概
要
は
以
下
の
と
お
り
で
す
。

図表１：雇用形態別本社における外国人社員数

全体 製造業 非製造業 無回答

正社員 880人 465人 338人 77人

契約社員 484人 259人 214人 11人
受け入れている派遣社員 624人 542人 40人 42人
パート・アルバイト 34人 11人 22人 1人
研修生 173人 77人 96人 0人
計 2,195人 1,354人 710人 131人

図表２：職種別の外国人社員人数

全体 正社員 契約社員 受け入れている
派遣社員

（参考） （参考） （参考） （参考）

経営企画 28（1.5％） （2.1％） 25（2.9％） （3.1％） 3（0.7％） （0.7％） 0（0.0％） （0.0％）

エンジニア ④ 183（9.6％） ③（13.5％） 60（6.9％） （7.6％） ② 77（17.6％） ②（18.7％） ③ 46（7.7％） ②（30.1％）

金融関係 4（0.2％） （0.3％） 4（0.5％） （0.5％） 0（0.0％） （0.0％） 0（0.0％） （0.0％）

営業・販売 ② 325（17.0％） ①（23.9％） ① 189（21.7％
） ①（23.8％） ①127（29.1％） ①（30.8％） 9（1.5％） （5.9％）

研究開発 151（7.9％） （11.1％） ② 127（14.6％
） ②（16.0％） 20（4.6％） （4.9％） 4（0.7％） （2.6％）

システム開発・設計 ③ 199（10.4％） ②（14.6％） ③ 110（12.6％
） ③（13.9％） 6（1.4％） （1.5％） ② 83（13.8％） ①（54.2％）

商品・サービス開発 27（1.4％） （2.0.％） 17（2.0％） （2.1％） 10（2.3％） （2.4％） 0（0.0％） （0.0％）

語学講師 6（0.3％） （0.4％） 0（0.0％） （0.0％） 6（1.4％） （1.5％） 0（0.0％） （0.0％）

コンサルティング 4（0.2％） （0.3％） 2（0.2％） （0.3％） 2（0.5％） （0.5％） 0（0.0％） （0.0％）

調査研究 20（1.0％） （1.5％） 18（2.1％） （2.3％） 2（0.5％） （0.5％） 0（0.0％） （0.0％）

通訳・翻訳 44（2.3％） （3.2％） 21（2.4％） （2.6％） 18（4.1％） （4.4％） 5（0.8％） （0.0％）

デザイナー 24（1.3％） （1.8％） 8（0.9％） （1.0.％） 15（3.4％） （3.6％） 1（0.2％） （0.0％）

法律・会計業務 41（2.1％） （3.0％） 19（2.2％） （2.4％） 22（5.0％） （5.3％） 0（0.0％） （0.0％）

総務・秘書・人事・広報 64（3.4％） （4.7％） 31（3.6％） （3.9％） 33（7.6％） （8.0％） 0（0.0％） （0.0％）

貿易業務 39（2.0％） （2.9％） 29（3.3％） （3.7％） 10（2.3％） （2.4％） 0（0.0％） （0.0％）

マーケティング 80（4.2％） （5.9％） 61（7.0％） （7.7％） 18（4.1％） （4.4％） 1（0.2％） （0.7％）

生産・製造 ① 549（28.8％） 77（8.8％） 25（5.7％） ①447（74.5％）

その他 120（6.3％） （8.8％） 73（8.4％） （9.2％） 43（9.8％） （10.4％） 4（0.7％） （2.6％）

無回答 80 9 47 24

計 1,988 880 484 624
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【
本
社
に
お
け
る
外
国
人
社
員
の
活
用
状

況
：
約
半
数
の
企
業
が
活
用
し
て
い
る
一
方
、

四
割
弱
の
企
業
は
活
用
し
た
こ
と
が
な
い
と

回
答
。
一
社
平
均
で
み
る
と
外
国
人
社
員
の

比
率
は
、
〇
・
二
六
％
。】

上
場
企
業
本
社
に
お
け
る
外
国
人
社
員
の

活
用
状
況
に
つ
い
て
は
、
五
二
・
二
％
の
企

業
で
活
用
し
て
い
る
と
回
答
が
あ
っ
た
も
の

の
、
三
七
・
六
％
の
企
業
で
活
用
し
た
こ
と

が
な
い
と
回
答
し
て
い
ま
す
。
活
用
し
て
い

る
と
回
答
が
あ
っ
た
外
国
人
社
員
の
平
均
数

と
外
国
人
社
員
を
活
用
し
て
い
る
と
回
答
し

た
企
業
の
平
均
社
員
数
は
、
そ
れ
ぞ
れ
、
約

一
七
人
及
び
約
六
三
四
七
人
。
総
社
員
数
に

占
め
る
外
国
人
社
員
の
比
率
は
、〇
・
二
六
％

と
な
っ
て
い
ま
す
。

【
活
用
し
て
い
る
外
国
人
社
員
の
雇
用
形
態

は
、
正
社
員
が
四
割
、
受
け
入
れ
て
い
る
派

遣
社
員
が
約
三
割
。
正
社
員
で
は
営
業
・
販

売
の
職
種
が
最
多
。】

活
用
し
て
い
る
外
国
人
社
員
の
雇
用
形
態

を
み
る
と
、
正
社
員
が
四
〇
・
一
％
、
受
け

入
れ
て
い
る
派
遣
社
員
が
二
八
・
四
％
、
次

い
で
、
契
約
社
員
が
二
二
・
一
％
と
な
っ
て

い
ま
す
。
こ
の
う
ち
、
正
社
員
に
つ
い
て
職

種
ご
と
の
内
訳
を
み
て
み
る
と
、
営
業
・
販

売
が
二
一
・
七
％
、
研
究
開
発
が
一
四
・
六
％
、

シ
ス
テ
ム
開
発
・
設
計
が
一
二
・
六
％
。
一

方
、
金
融
関
係
は
〇
・
五
％
、
法
律
・
会
計

業
務
は
二
・
二
％
、
経
営
企
画
は
二
・
九
％

と
な
っ
て
い
ま
す
。（
図
表
１
、
２
）

【
外
国
人
社
員
を
正
社
員
と
し
て
活
用
す
る

理
由
と
し
て
は
、
国
籍
に
関
係
な
く
優
秀
な

人
材
を
確
保
す
る
た
め
、
海
外
と
の
取
引
等

が
増
え
て
き
た
た
め
、
職
務
上
外
国
語
の
使

用
が
必
要
な
た
め
と
い
っ
た
理
由
が
多
く
、

外
国
人
な
ら
で
は
の
技
術
や
発
想
を
取
り
入

れ
る
た
め
と
い
っ
た
回
答
は
少
な
い
。】

外
国
人
社
員
を
活
用
す
る
理
由
と
し
て
は
、

正
社
員
で
は
、
国
籍
に
関
係
な
く
優
秀
な
人

材
を
確
保
す
る
た
め
（
八
八
・
九
％
）、
海

外
と
の
取
引
等
が
増
え
て
き
た
た
め（
四
一
・

九
％
）、
海
外
と
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築

の
た
め
（
三
五.

九
％
）
と
い
っ
た
回
答
が

多
く
、
外
国
人
な
ら
で
は
の
技
術
や
発
想
を

取
り
入
れ
る
た
め
と
し
た
回
答
は
一
三
・

七
％
。
契
約
社
員
で
は
、
職
務
上
外
国
語
の

使
用
が
必
要
な
た
め
と
し
た
回
答
が
多
く

な
っ
て
い
ま
す（
五
二
・
五
％
）。（
図
表
３
）

【
活
用
し
て
い
る
外
国
人
社
員
の
賃
金
分
布

に
つ
い
て
は
、
正
社
員
で
は
年
収
四
〇
〇
万

円
台
が
四
分
の
一
を
占
め
る
。】

賃
金
分
布
に
つ
い
て
み
て
み
る
と
、
正
社

員
で
は
年
収
四
〇
〇
万
円
台
が
二
五
・
四
％
、

次
い
で
三
〇
〇
万
円
台
（
一
七
・
九
％
）、

五
〇
〇
万
円
台
（
一
五
・
八
％
）
と
な
っ
た
。

契
約
社
員
で
は
、
五
〇
〇
万
円
台
が
一
七
・

八
％
、次
い
で
四
〇
〇
万
円
台
が
一
五
・
八
％
、

三
〇
〇
万
円
台
が
一
三
・
五
％
と
な
っ
て
い

ま
す
。（
図
表
４
）

【
外
国
人
管
理
職
の
割
合
は
、正
社
員
で
七
・

四
％
、
契
約
社
員
で
二
・
九
％
。】

管
理
職
と
し
て
活
用
さ
れ
て
い
る
外
国
人

社
員
の
数
は
、
正
社
員
で
六
五
人
、
契
約
社

員
で
一
四
人
。
正
社
員
・
契
約
社
員
全
体
の

五
・
八
％
と
な
っ
て
い

ま
す
。（
図
表
５
）

今
回
の
調
査
か
ら
、

高
度
外
国
人
を
企
業
本

社
で
活
用
し
て
い
る
実

態
は
少
な
く
、
高
度
外

国
人
材
と
し
て
の
職
種
、

処
遇
等
で
の
活
用
も
必

ず
し
も
実
現
さ
れ
て
い

な
い
こ
と
が
う
か
が
え

ま
す
。
厚
生
労
働
省
と

し
て
は
、
調
査
の
結
果

も
参
考
に
し
、
高
度
外

国
人
材
の
国
内
就
職
の

促
進
の
た
め
の
施
策
に

取
り
組
ん
で
い
く
こ
と

と
し
て
い
ま
す
。

図表３：外国人社員を活用する理由（複数回答）

図表４：年収レンジ別の外国人社員の割合

正社員 契約社員
200万円未満 0.8％ 5.8％
200～300万円未満 3.1％ 11.6％
300～400万円未満 17.9％ 13.5％
400～500万円未満 25.4％ 15.8％
500～600万円未満 15.8％ 17.8％
600～700万円未満 11.4％ 12.7％
700～800万円未満 9.5％ 6.6％
800～900万円未満 3.9％ 5.8％
900～1000万円未満 3.6％ 1.9％
1000～1500万円未満 7.3％ 6.2％
1500～2000万円未満 1.0％ 1.5％
2000万円以上 0.2％ 0.8％

図表５：管理職として活用している外国人社員数

全体 製造業 非製造業 無回答

正社員 65人 37人 20人 8人

契約社員 14人 11人 2人 1人


